
○公 告  

 次のとおり一般競争入札に付する。  

  令和６年 11 月 26 日 

                     愛媛県知事  中村時広  

１ 入札に付する事項  

(1)件名 

   農業土木積算システム用プリンタの 賃 貸 借  

(2)借入物品名及び数量  

   農業土木積算システム用プ リ ン タ  １ ０ 台  

(3)借入物品の内容等  

   入札説明書及び仕様書による。  

(4)借入期間  

   令和７年２月１日から令和 12 年１月 31 日まで 

(5)借入場所  

   入札説明書及び仕様書による。  

(6)入札方法  

   落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 10 パー

セントに相当する額を加算した金額（当該金額に 1 円未満の端数があると

きは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とする

ので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事

業者であるかを問わず、見積もった契約金額の 110 分の 100 に相当する金

額を入札書に記載すること。  

 

２ 入札に参加する者に必要な資格  

  知事の審査を受け、令和５・６・７年度の製造の請負等に係る一般競争

入札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の事項に該当するも

の  

(1)地方自治法施行令（昭和 22年政令第16号）第167の４の規定に該当しない

者であること。  

(2)開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であ

ること。  

(3)民事再生法（平成 11年法律第154条）に基づく更生手続開始の申立てがな



されている者でないこと。（会社更生法の規定による厚生計画認可の決定

を受けている者を除く。）  

(4)一般競争入札に参加しようとする者又はその者の代表役員等、一般役員

等若しくは経営に事実上参加し若しくは実質的に経営を支配している者が、

暴力団関係者（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3

年法律第77号）第 2条第2項にきていする暴力団の関係者をいい、愛媛県暴

力団排除条例（平成 22年愛媛県条例第 24号）第2条第3項に規定する暴力団

員等を含む）でないこと。  

(5)愛媛県内に事務所（契約可能な本店・支店等）を有する者であること。  

(6)該当物品の仕様を満たす製品の供給が可能であり、該当物品の搬入、初

期設定、保守及び点検の体制が整備されていること。  

 

３ 入札参加申込書等の提出場所等  

(1) 入札参加申込書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所

及び問い合わせ先  

   愛媛県農林水産部農業振興局農地整備課技術管理係  

   〒790-8570 

   愛媛県松山市一番町四丁目 4 番地 2 

   電話 (089)912-2540 

(2)入札説明書の交付方法  

   (1)に掲げる場所で交付する。  

(3)入札の日時及び場所  

   令和６年 12 月 13 日（金）午前 11 時 00 分  

愛媛県庁第一別館 7 階会議室  

(4)開札 

即時開札  

 

４ その他  

(1) 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨  

   日本語及び日本国通貨  

 (2) 入札保証金  

   愛媛県会計規則（昭和 45 年愛媛県規則第 18 号）第 135 条から 137 条



までの規定による。  

 (3) 入札者に要求される事項  

   この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した物品を納入

できることを証明する書類を、次の期限までに提出しなければならない。  

   なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合は、これに

応じなければならない。  

   提出期限：令和６年 12 月９日（月）午後 5 時 15 分  

(4) 入札の無効  

  ２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に求められる

義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効とする。  

 (5) 契約書作成の要否  

 要。契約後速やかに作成。  

(6) 契約保証金  

愛媛県会計規則第 152 条から第 154 条による。  

(7) 落札者の決定方法  

 この公告に示した業務を履行できると知事が判断した入札者であって、

愛媛県会計規則第 133 条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範

囲内で最低価格をもって有効な入札を行ったものを落札者とする。  

 (8) その他  

 詳細は、入札説明書による。  


